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研究要旨 

【背景と目的】身体疾患を合併する精神障害者に対する医療提供体制には課題が多い。平成 28年度は自殺未遂者

対応に焦点化し、より良い医療提供体制が構築されることを目的とした。 

【方法】好事例とされている取り組みについて関係者からのヒアリングを実施した。身体疾患を合併する精神障

害者に対する医療提供体制を構築するために必要な要素を整理し検討した。 

【結果】身体疾患を合併する精神障害者に対する医療提供体制として好事例とされている都道府県、精神科病院、

精神科診療所の取り組みをいくつかの要素を中心に整理した結果、好事例になりうるための共通項が抽出された。

自殺未遂対応という点で、都道府県・政令市の自治体担当者が、各地で取り組む上で参照できるツールを開発し

た。医療計画の中で身体疾患を合併する精神障害者に対する医療の質を評価するための指標を提案した。 

【考察】自殺未遂対応に焦点化し、地域差があっても各自治体で医療提供体制を構築するために取り組まれやす

くなる素地を作るという点では、一定の目標に達したと考えられる。 
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Ａ．研究目的 

 精神科病院入院中の統合失調症の患者を対象とし

た調査によれば、入院治療を要する程度の身体疾患

を合併する者の占める割合は、50歳以下では 5%で

あるのに対して、50~64歳では10%、65歳以上では

16%まで増加するとされている 1)。高齢化とともに

認知症による精神科病院入院患者も増加傾向にある。

認知症による精神病床への入院患者のうち、入院治

療を要する程度の身体疾患を合併する者の占める割

合は25%に上るという指摘もある 1)。 

 精神障害者では、自殺企図による外傷や中毒、横

紋筋融解症等の為に救命救急センターへ搬送される

ことが少なくない。救命救急センターの入院患者を

対象とした研究では12%の入院患者は何らかの精神

科医療を必要とし、2.2%の入院患者は身体疾患と精

神疾患ともに入院による治療を必要とするとされて

いる 2)や、施設によっては、救命救急搬送患者の 15

〜18%が自殺企図患者であるという報告 3)もある。 

 本研究の目的は身体疾患を合併する精神障害者に

対するより良い医療提供体制を構築することである。 

 平成 28年度はこの医療提供体制のうち、自殺企図

対応に焦点化し、医療計画策定にあたって都道府県

自治体担当者が参照できる仕組み、ツール作成を目

的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 平成 28 年度は全国において好事例とされている

都道府県における取り組み、総合病院精神科におけ

る取り組みについて、関係者からのヒアリングを実

施した。ヒアリング対象は都道府県単位の取り組み

として愛知県、大阪府、岡山県、佐賀県、沖縄県、

精神科診療所と精神科救急病院の取り組みとして静

岡県沼津地域、総合病院精神科の取り組みとして千

葉県内総合病院精神科を抽出した。 

 ヒアリングから「課題」「取り組みの根拠」「自治

体における事業担当部署」「キーマン」「対象医療圏」

「取り組みの構成」「取り組みのアウトカム」「取り

組みにおける課題」「定期的評価の指標」等を整理し

た。 

 またこの全国好事例調査から、身体疾患を合併す

る精神障害者に対する医療提供体制を評価する指標

案を検討した。 

これにより、自殺未遂対応を含む身体疾患を合併す

る精神障害者に対する医療提供体制を構築するため

に必要な要素を整理した。また自殺未遂対応を含む

身体疾患を合併する精神障害者に対する医療の質を

評価する指標について検討した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、北里大学医学部倫理委員会の承認を得

て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 身体疾患を合併する精神障害者に対する医療提供

体制の好事例を構成する要素を、表1〜4の通り整理

した。 

 好事例の共通項として 9 つの項目が抽出された

（図1）。 

 また表 1〜4 をもとに医療計画の指標案を検討し

た（図 1）。 

 さらに表1〜4を元に、解説のための資料 1を添付



し「自殺未遂者への医療提供を含む精神・身体合併

症医療推進ガイドブック（都道府県自治体担当者用）」

を作成し、自治体担当者が取り組みの上で参照でき

るツールとした。 

 

Ｄ．考察 

 身体疾患を合併する精神障害者に対する医療提供

体制の取り組みを進める上では、自治体がリーダー、

コーディネーターとして機能することが重要である

と考えられた。これに際し、部門の壁を超え、自治

体の精神医療部門と一般医療部門が連携すること、

自治体、精神、一般医療関連団体、消防が参加する

協議会の設置、取り組みの指標設定、取り組みの効

果測定、取り組みへのフィードバックが求められる

と考えられた。 

 全国の好事例の一部を対象としたため、全ての自

治体で同じ取り組みが実施できるわけではないとい

う点が、本研究の限界であるが、自治体担当者が地

域特性に合わせて取り組む上で参照できる資料とし

て一定の意義があると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

身体疾患を合併する精神障害者に対する医療提供

体制を構築するために、全国好事例を対象としたヒ

アリングを実施し、その共通項を明らかにした。自

殺未遂者対応に焦点化し、自治体担当者が参照でき

るツールを作成した。調査結果をもとに医療計画の

指標案を提案した。 
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